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Dynamics 365 Business Central は、旧バージョンではDynamics NAVとよ

ばれており、世界で20万を超える導入実績を誇る小規模企業向けERPソフトです。

導入がしやすく、ライセンス費用も抑えられる一方で、グローバル展開できる機能を備

えており、事業をグローバル展開している比較的規模の小さな企業の本社や、海外

拠点で、おもに利用されています。

しかし、日本語対応や国内の法制度や商習慣への対応は標準機能には含まれて

いません。

テクトラは、独自に開発した日本ローカル要件および日本語対応機能を提供し、日

本企業においてもコストパフォーマンスに優れ、グローバルで共通に導入できるERPの

利用を可能にしています。



Dynamics 365 Business Central 概要

グローバルに事業を展開する中堅・中小企業向けのコストパフォーマンスに優れたERP

Dynamics 365 Business Central は Microsoft社の中堅・中小企業向けのERPソフト

で、前バージョンまではDynamics NAVとよばれてきました。以下の特長から20万を超える導

入実績を有しています。

• 多言語・多通貨対応でグローバル企業での統合利用に最適

• Microsoft Office と同じ操作性で連携利用も可能な使いやすさ

• コンパクトで短期間で導入が可能

• Azure上でSaaS版を利用でき、Power BIなどのMicrosoftツールと連携が容易

しかしながら、国内では海外のようには普及していません。日本語対応や国内の法制度・商

習慣に対応した機能が標準装備されておらず、導入できるベンダが極めて限られていることが

主な原因といえます。

日本向けランゲージ＆ローカライゼーション・パック

標準機能としては備えていない日本語対応や法制度・商習慣対応ですが、テクトラジャパンで

はランゲージパック（日本語対応）、ローカライゼーションパック（国内法制度・商習慣対

応）を提供することで、国内で多くの企業、特に海外企業の日本法人向けに導入支援をお

こなってきました。テクトラは、アジアの10拠点で事業を展開しており、日本企業が海外法人で

ERPを導入する際の支援も得意としています。極力アドオン開発をおこなわず、短期間・低コ

ストで導入しており、本社では Dynamics 365 for Finance and Operations (AX)、

海外拠点では Dynamics 365 Business Central を導入する要望にも応えています。

尚、SaaS版ランゲージ＆ローカライゼーション・パックは、ライセンス初期費用を必要とせず、

月々の利用料金を支払うことで利用いただけます。
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テクトラの日本向けランゲージ・パック

Dynamics 365 Business Central 標準画面の日本語版をご提供いたします。

メニュー、画面のタイトル・項目名、メッセージなどを日本語で表示いたします。



テクトラの日本向けローカライゼーション・パック

日本向けローカライゼーション・パックの機能

日本向けローカライゼーション・パックが備えている機能は、以下の通りです。

（１）日本語勘定科目名

英語の勘定科目名のほか、日本語の勘定科目名を保持し、画面表示のほかレポートで

表示できるようにしています。
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（２）日本の住所書式

海外で使用される住所書式ではなく、まず郵便番号があり、大きな地域から小さな地区、

そして番地が最後になる日本の住所書式が利用できるようにしています。

（３）一括請求書

日本の商習慣では個々の取引ごとに請求書は発行せずに月締めで請求書を発行する

企業がほとんどです。この商習慣に対応して月締めなどで一括して請求書を発行する

ことができるようにしています。

一括の仕方について設定する画面と請求書の帳票を用意しています。



テクトラの日本向けローカライゼーション・パック
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（４）全銀ファームバンキング振込ファイル作成

各銀行共通の全銀協フォーマットでの振込ファイルを作成し、銀行振込ができるように

しています。

また、振込手数料の扱い（どちら持ちか、など）についても管理ができます。

（５）総勘定別消費税レポート

日本で通常使用されている総勘定別の消費税レポートを出力できるようにしています。

（６）固定資産管理

定率法償却など日本固有の減価償却方法を利用できるようにしています。

（７）手形管理

受取手形と支払手形について管理できるようにしています。

（８）各種レポート

日本での利用に合わせた各種帳票を用意しています。
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